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社会福祉法人精華町社会福祉協議会

平成２７年度  第４回 理事会議事録

１ 開催年月日 平成２７年１２月１７日（木）

午後３時００分～午後４時４５分

２ 開催場所  精華町地域福祉センター

かしのき苑 １階 会議室Ａ・Ｂ

３ 理事総数   １５名

４ 出席者氏名 (１４名)

  理事  中川茂成 森 修美 早樫一男 岩前良幸 中西邦洋

稲田裕康 山本正來 長谷川 悟 青木勘治 石崎照代

青木 透 中畔秀昭 村瀬由美子 福味加世子

  監事  島中秀司 浦田善之

５ 欠席者氏名  田中智美

６ 議事の経過要領及び議案議決の結果

日程番号１ 議長の互選について

定刻に至り、定款第１１条第４項の規定により議長に福味加世子理事が

選任され、議長は定款第１１条第５項に定める定足数を満たしていること

を確認した。

日程番号２ 議事録署名人の選任について

定款第１１条第８項の規定により議事録署名人に中川茂成・早樫一男両

理事を指名し、議案の審議に入った。

議  長  続きまして日程番号３。第１９号議案、評議員の選任についてに

入らせていただきます。事務局から提案願います。

事務局長  はい、議長。第１９号議案、評議員の選任について。社会福祉法

人精華町社会福祉協議会定款第１６条第１項及び社会福祉法人精

華町社会福祉協議会理事・評議員選出等の規程第３条により、別
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紙のとおり提案します。提案理由といたしましては、評議員に欠

員１名が生じていることに伴い、理事・評議員選出等の規程第３

条に基づいて、評議員を選任したいためのものでございます。平

成２７年１２月１７日提出。社会福祉法人精華町社会福祉協議会

会長 長谷川悟。それでは、２ページ目の別紙をご覧いただきたい

と思います。今回、欠員の評議員１名を選任するにあたりまして

の提案でございます。番号１。選出区分、地区福祉推進委員。氏

名、奥田宗三郎。備考、精北小学校区（中久保田自治会）から選

出。任期につきましては、申し訳ございません。こちら誤植がご

ざいます。平成２９年の誤りでございますので、訂正させていた

だきます。委嘱日から平成２９年１０月２１日までの残任期間と

させていただきます。参考資料といたしまして３ページをご覧い

ただきたいと思います。こちらが、前々回の理事会におきまして

今期の評議員３９名を既に選任していただいているところでござ

いますが、現評議員名簿となってございます。１番から４０番ま

でございますが、この中の番号３番の所でございます。選出区分

といたしましては地区福祉推進委員の区分で、備考にございます

ように、精北小学校区から選出されるべき地区福祉推進委員が１

名欠員状態であったということから、この１名を補充するために

今回提案させていただくものでございます。どうか可決承認賜り

ますよう、よろしくお願いを申し上げます。

議  長  ただいま事務局から説明を受けましたが、質疑がございましたら

挙手にてお願いいたします。

      ご意見がなければ採決したいと思います。ただいまの第１９号議

案について、賛成の方は挙手願います。

理  事  （全員挙手）

議  長  ありがとうございます。全会一致により、提案どおり可決承認し

ます。続きまして日程番号４。第２０号議案、平成２７年度社会

福祉事業拠点区分補正予算（第２号）についてに入らせていただ

きます。事務局から提案願います。

事務局長  はい、議長。第２０号議案、平成２７年度社会福祉事業拠点区分

補正予算（第２号）について。定款第２９条に基づき、平成２７
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年度社会福祉事業拠点区分の補正予算について、別紙のとおり提

案します。提案理由といたしましては、大きく３点ございます。

１．京都府が実施する地域包括ケア総合交付金事業において、平

成２７年度受託費が確定したため。２．社会福祉法人京都府共同

募金会が実施する配分金事業において、本会が実施する「居場所

づくり支援事業」への配分金交付が決定したため。３．ボランテ

ィア基金利息配当金については、原則として配当を得た当該年度

にボランティア活動推進のために予算執行しなければならないが、

平成２６年度末に償還を迎えた国庫債券の償還差益（174 千円）が、

年度末収入であり、平成２７年度繰越金として予算執行したいた

めのものでございます。平成２７年１２月１７日提出。社会福祉

法人精華町社会福祉協議会会長 長谷川悟。それでは、２ページを

ご覧いただきたいと思います。説明資料でございます。まず１番

目に地域包括ケア総合交付金事業に関する部分です。区分といた

しましては、法人運営サービス区分でございます。平成２７年度

の京都府地域包括ケア総合交付金事業の内容が決定したことに伴

い、次のとおり受託金収入及び事業費支出を追加計上します。ま

ず収入額でございますが、402 千円です。科目としましては（１）

地域包括ケア総合受託金収入といたしまして、補正額 402 千円。

補正後の予算は 3,502 千円でございます。対しまして支出額でご

ざいますが、1,369 千円となっております。内訳で申し上げますと、

（１）諸謝金支出の補正額が 25 千円。補正後の予算が 226 千円。

こちらは、ふれあいサポート事業の協力会員の研修会の開催にあ

たりまして外部講師を招いておりますので、その講師謝礼として

でございます。（２）消耗器具備品費支出。補正額は 420 千円です。

補正後の予算は 914 千円です。内容といたしましては、認知症サ

ポート店証、認知症の徘徊模擬訓練に係る費用、ふれあいサポー

ト事業協力会員の活動着の購入にかかる部分でございます。（３）

会議費支出。補正額は 5 千円です。補正後の予算は 11 千円です。

内容といたしましては、ふれあいサポート事業協力会員研修会に

かかります湯茶でございます。（４）広報費支出。補正額 225 千円。

補正後の予算 265 千円。内容といたしましては、認知症安心サポ
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ートの事業にかかる部分と、ふれあいサポート事業にかかる、ど

ちらも広報費という位置付けでございます。こちらの認知症安心

サポートの部分でございますが、３月頃にせいか見守りフォーラ

ム。仮称でございますが、これを開催するにあたりまして、見守

り活動協力店の活動展示パネルを作成したいと考えております。

１枚あたりおおよそ 4 千円程度を見積っておりまして、１３枚ほ

ど作成したいというふうに考えております。参考までに、本日追

加でお手元にご用意させていただきました、まちの福祉サポート

店の１枚物のカラーのチラシをご覧いただきたいと思います。こ

ちら表側の面には、まちの福祉サポート事業の趣旨などを説明し

ておりますが、裏側をご覧いただきますと、具体的に事業者の皆

さま方に協力をお願いしている内容を６項目ほど挙げさせていた

だいております。上から、啓発への協力、買い物支援、見守り支

援等々でございますが、この中でも取りわけ、現時点で１４０数

か所のまちの福祉サポート店の登録店がございますが、その中で

もこの区分で申します見守り支援に登録をしていただいておりま

す、現時点で５８の事業所さんがある訳でございますが、ここに

働きかけをいたしまして、平時から見守り活動をしていただいて

いるその内容を展示パネルにするための費用として提案させてい

ただきたいものでございます。それから、ふれあいサポート事業

の広報費につきましては事業用のパンフレット及び、協力会員を

募集するためのチラシの作成費でございます。それから、（５）で

ございます。業務委託費支出です。694 千円。補正後の予算は 1,445

千円となっております。内訳といたしましては、いのちのリレー

まつり。こちらは既に今年の４月２６日に開催をしたものでござ

いますが、この後に書いております相続セミナー。こちらは来年

２月頃に計画をしているものでございますが、こちら両方の取組

みをセットで、京都府のほうが看取り対策事業ということで今回

交付の決定を受けたところでございますので、遡及しての提案と

いうことで誠に恐縮ではございますが、いのちのリレーまつり並

びに相続セミナーにかかる費用ということで業務委託費として計

上させていただいております。以上が、１番目の地域包括ケア総
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合交付金事業にかかる内訳となっております。次に、２番目の居

場所づくり支援事業です。区分は、共同募金配分事業サービス区

分です。本会では平成２７年度から新たに「居場所づくり支援事

業」を実施しているところですが、当該事業において社会福祉法

人京都府共同募金会が実施する配分金事業の配分金を受けること

となったため、次のとおり配分金収入及び事業費支出を計上しま

す。収入額につきましては、300千円となっております。科目は（１）

一般募金配分金収入として、補正額300千円。補正後の予算は1,737

千円。対しまして、支出額も同額の 300 千円となっております。

内訳で見ますと、（１）諸謝金支出。補正額 35 千円。補正後の予

算 35千円。こちら内容といたしましては、精華町の居場所を考え

る会議を開催したいと思っておりまして、その講師謝礼としての

位置付けでございます。次に（２）旅費交通費支出。補正額 10千

円。補正後の予算 10千円。内容は先ほどと同じく、その講師の交

通費としての位置付けでございます。（３）消耗器具備品費支出。

補正額 250 千円。補正後の予算 250 千円。こちらにつきましては、

今年の７月から本会で実施しております絆Caféの机とイスを購入

する費用として計上させていただいております。（４）会議費支出。

補正額 5 千円。補正後の予算 5 千円。こちらも、精華町の居場所

を考える会議の湯茶としてでございます。以上が、２番目の居場

所づくり支援事業にかかる補正予算でございます。最後に３番目、

ボランティア基金利息についてです。区分は、ボランティア基金

サービス区分です。ボランティア基金利息配当金については、原

則として配当を得た当該年度にボランティア活動推進のために予

算執行しなければならないところですが、平成２６年度末に償還

を迎えた国庫債券の償還差益（174 千円）が、年度末収入であった

ため、平成２７年度会計に繰り入れされているところです。よっ

て、前年度繰越金を清算するために、次のとおり事業費支出を追

加計上します。こちらは支出のみとなっております。支出額は 174

千円。内訳は、（１）広報費支出でございます。補正額 174 千円。

補正後の予算も 174 千円。こちらも展示用パネルとさせていただ

いておりますが、先ほど申し上げました３月頃に予定をしており
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ますせいか見守りフォーラムにおきまして、先ほどは業者さん用

の、見守り活動をしていただいている業者向けの展示パネルでご

ざいますが、こちらの基金利息につきましては、見守り活動を実

施していただいておりますボランティアグループの展示パネルを

作成したいと考えております。先ほどと同じように１枚あたり 4

千円程度の物を考えておりますので、４３枚程度の作成を見込ん

でいるところでございます。参考までに想定されるボランティア

グループなどでございますが、現在精華町内ではふれあいサロン

が３２か所、京都府が今年実施いたしました、訪問見守りボラン

ティア強化事業の精華町における申請団体数が１８か所、小地域

福祉委員会が１８か所、これ以外にも老人会などその他有志で活

動しているところも想定をしておりまして、それらの中から希望

されるところの展示パネルを作成したいと考えているところです。

このパネルのサイズにつきましてはＡ１サイズ程度の物を考えて

おります。それから４ページ以降の資料につきましては、法人の

予算書のフォーマットに落し替えたものでございまして、いま説

明を申し上げました内容及び金額と一致するものでございますの

で、４ページ以降につきましては説明を割愛させていただきたい

と思います。以上が第２０号議案、補正予算第２号の提案という

ことでございますので、可決承認賜りますよう、よろしくお願い

を申し上げます。

議  長  ただいま事務局から説明を受けましたが、質疑がございましたら

挙手にてお願いいたします。

ご意見がなければ採決したいと思います。第２０号議案について、

賛成の方は挙手願います。  

理  事  （全員挙手）

議  長 はい。全会一致により、提案どおり可決承認します。続きまして

日程番号５。第２１号議案、特定個人情報取扱規程の制定につい

てに入らせていただきます。事務局から提案願います。

事務局長  はい、議長。第２１号議案、特定個人情報取扱規程の制定につい

て。「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律」（平成２５年法律第２７号、以下「番号法」という。）
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及び「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業

者編）」に基づいて、本会における特定個人情報取扱規程として別

紙のとおり提案します。提案理由といたしましては、番号法に基

づいて、特定個人情報等の保護について、法人内の安全管理措置

に関する体制並びに取扱方法、運用方法等を定める必要があるた

めのものでございます。平成２７年１２月１７日提出。社会福祉

法人精華町社会福祉協議会会長 長谷川悟。それでは、こちらの別

冊になっておりますが、社会福祉法人精華町社会福祉協議会特定

個人情報取扱規程（案）をご覧いただきたいと思います。今回、

国の新たな法律の制定に伴いまして、法人といたしまして特定個

人情報取扱規程を定めるということになった訳でございますが、

今回参考として京都府の社会福祉協議会のこの規程並びに近隣市

町村の社協の規程なども参考にしながら、若干、精華町の規模に

応じてアレンジはさせていただいておりますが、基本事項が抜け

落ちないように点検をしながら、本会における規程を取りまとめ

させていただいております。内容につきましては一部重複すると

ころなどがございますので、一部割愛をさせていただく部分もご

ざいますが、第１条から朗読をさせていただきたいと思います。

第１章、総則。第１条、この規程は、「行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成２５年法

律第２７号、以下「番号法」という。）、「個人情報の保護に関する

法律」（平成１５年法律第５７号、以下「個人情報保護法」という。）

及び「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業

者編）」に基づき、本会の取り扱う特定個人情報の適正な取扱いを

確保するために定めるものである。この規程は、特定個人情報等

の保護に係る安全管理措置について定めるものである。個人番号

及び特定個人情報等に関しては、本会の個人情報保護に関する他

の規程等に優先してこの規程が適用される。この規程の規定が個

人情報保護に関する他の規程等と矛盾抵触する場合には、この規

程の規定が優先的適用される。第２条、この規程における用語の

定義は、次のとおりとする。なお、この規程における用語は、他

に特段の定めのない限り番号法その他の関係法令の定めに従う。
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１号、「個人情報」とは、個人情報保護法第２条第１項に規定する

個人情報であって、生存する個人に関する情報であり、当該情報

に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識

別することができるもの（当該情報のみでは識別できないが、他

の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識

別することができることとなるものを含む。）をいう。２号、「個

人番号」とは、番号法第７条第１項又は第２項の規定により、住

民票コードを変換して得られる番号であって、当該住民票コード

が記載された住民票に係る者を識別するために指定されるものを

いう（番号法第２条第６項及び第７項、第８条並びに第６７条並

びに附則第３条第１項から第３項まで及び第５項における個人番

号）。３号、「特定個人情報」とは、個人番号（個人番号に対応し、

当該個人番号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であ

って、住民票コード以外のものを含む。番号法第７条第１項及び

第２項、第８条並びに第６７条並びに附則第３条第１項から第３

項まで及び第５項を除く。）をその内容に含む個人情報をいう。４

号、「特定個人情報等」とは、個人番号及び特定個人情報を併せた

ものをいう。５号、「個人情報ファイル」とは、個人情報保護法第

２条第２項に規定する個人情報データベース等であって行政機関

及び独立行政法人等以外の者が保有するものをいう。６号、「特定

個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情報フ

ァイルをいう。７号、「保有個人データ」とは、個人情報取扱事業

者が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び

第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する特定個人

情報であって、その存否が明らかになることにより公益その他の

利益が害されるものとして個人情報保護法施行令で定めるもの又

は６か月以内に消去することとなるもの以外のものをいう。８号、

「個人番号利用事務」とは、行政機関、地方公共団体、独立行政

法人等その他の行政事務を処理する者が番号法第９条第１項又は

第２項の規定によりその保有する特定個人情報ファイルにおいて

個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個

人番号を利用して処理する事務をいう。９号、「個人番号関係事
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務」とは、番号法第９条第３項の規定により個人番号利用事務に

関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務

をいう。１０号、「個人番号利用事務実施者」とは、個人番号利用

事務を処理する者及び個人番号利用事務の全部又は一部の委託を

受けた者をいう。１１号、「個人番号関係事務実施者」とは、個人

番号関係事務を処理する者及び個人番号関係事務の全部又は一部

の委託を受けた者をいう。１２号、「個人情報取扱事業者」とは、

特定個人情報ファイルを事業の用に供している者（国の機関、地

方公共団体、独立行政法人等及び地方独立行政法人を除く。）であ

って、特定個人情報ファイルを構成する個人情報によって識別さ

れる特定の個人の数（個人情報保護法施行令で定める者を除く。）

の合計が過去６か月以内のいずれの日においても 5,000 を超えな

い者以外の者をいう。１３号、「役職員」とは、本会の組織内にあ

って直接又は間接に本会の指揮監督を受けて本会の業務に従事し

ている者をいい、雇用関係にある従業者（常務理事、正規職員、

嘱託職員、臨時職員等）のみならず、本会との間の雇用関係にな

い者（派遣社員等）を含む。１４号、「事務取扱担当者」とは、本

会内において個人番号を取り扱う事務に従事する者をいう。１５

号、「事務取扱責任者」とは、特定個人情報等の管理に関する責任

を担うものをいう。１６号、「管理区域」とは、特定個人情報ファ

イルを取り扱う情報システムを管理する区域をいう。１７号、「取

扱区域」とは、特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域を

いう。次に、第３条です。本会が個人番号を取り扱う事務の範囲

は以下のとおりとする。表の中でございますが、上から、役職員

に係る個人番号関係事務で３点ございます。右側に、給与所得・

退職所得等の源泉徴収票作成事務。２つ目に、雇用保険関係事務。

３つ目に健康保険・厚生年金保険関係事務がございます。２つ目

に、役職員の配偶者に係る個人番号関係事務。こちらにつ

きましては、国民年金の第三号被保険者の届出事務となっ

ております。最後に、役職員以外の個人に係る個人番号関係事

務といたしまして、報酬・料金等の支払調書作成事務がございま

す。取扱いの範囲は以上のとおりとなっております。次に第４条
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でございます。前条において本会が個人番号を取り扱う事務にお

いて使用される個人番号及び個人番号と関連付けて管理される特

定個人情報は以下のとおりとする。１号、役職員又は役職員以外

の個人から、番号法１６条に基づく本人確認の措置を実施する際

に提示を受けた本人確認書類（個人番号カード、通知カード、身

元確認書類等）及びこれらの写し。２号、本会が税務署等の行政

機関等に提出するために作成した法定調書及びこれらの控え。３

号、本会が法定調書を作成するうえで役職員又は役職員以外の個

人から受領する個人番号が記載された申告書等。４号、その他個

人番号と関連づけて保存される情報。２項、第 1 項各号に該当す

るか否かが定かでない場合は、事務取扱責任者が判断する。以上

が、取扱う特定個人情報等の範囲でございます。次に第２章、安

全管理措置といたしまして、法令で定めのある安全管理措置に関

する部分の説明に入らせていただきます。まず、第１節といたし

まして、組織的安全管理措置・人的安全管理措置に関する部分で

ございます。第５条、本会は、事務取扱責任者及び事務取扱担当

者を会長が指名する。２項、事務取扱責任者は、この規程に定め

られた事項を理解し、遵守するとともに、事務取扱担当者にこれ

を理解させ、遵守させるための教育訓練、安全対策の実施並びに

周知徹底等の措置を実施する責任を負う。３項、事務取扱担当者

は、特定個人情報の保護に十分な注意を払ってその業務を行うも

のとする。４項、事務取扱責任者又は事務取扱担当者が変更する

ことになる場合、会長は新たに事務取扱責任者又は事務取扱担当

者となる者を指名するものとする。この場合、従前の事務取扱責

任者又は事務取扱担当者は新たに事務取扱責任者又は事務取扱担

当者となる者に対して確実に引継ぎを行わせるものとする。会長

は引継ぎが行われたか確認するものとする。次に第６条です。事

務取扱責任者は、特定個人情報等がこの規程に基づき適正に取り

扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行

うものとする。第７条、事務取扱責任者は、この規程に定められ

た事項を理解し、遵守するとともに、事務取扱担当者にこの規程

を遵守させるための教育訓練を企画・運営する責任を負う。２項、
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事務取扱担当者は、事務取扱責任者が主催する本規程を遵守させ

るための教育を受けなければならない。研修の内容及びスケジュ

ールは、事業年度毎に事務取扱責任者が定める。３項、本会は、

特定個人情報等についての秘密保持に関する事項を就業規則に盛

り込むものとする。第８条、事務取扱担当者は、特定個人情報フ

ァイルの取扱状況を確認するための手段として、「特定個人情報フ

ァイル管理台帳（別記様式第１号）」に以下の事項を記録するもの

とする。なお、特定個人情報ファイル管理台帳には、特定個人情

報等は記載しないものとする。１号、特定個人情報ファイルの種

類、名称。２号、特定個人情報等の範囲。３号、利用目的。４号、

記録媒体。５号、保管場所（管理区域）。６号事務取扱責任者。７

号、事務取扱担当者。８号、保存期間。９号、削除・廃棄方法。

こちら、途中で別記様式１号が出て参りますが、誠にお手数です

が１４ページをご覧いただきたいと思います。こちらが別記様式

第１号として定めのあります、特定個人情報ファイル管理台帳で

ございます。先ほど朗読いたしました各項目を記載するための管

理台帳という位置付けでございます。お手数ですが、また４ペー

ジにお戻りいただきたいと思います。次に第９条です。事務取扱

担当者は、本規程に基づく運用状況を確認するために、以下の項

目について、「特定個人情報等の運用状況記録簿（別記様式第２

号）」に基づいて記録するものとする。ア．特定個人情報等の取得

日、イ．源泉徴収票・支払調書等作成事務に係る書類の作成、ウ．

源泉徴収票・支払調書等作成事務に係る書類の本人への交付日、

エ．源泉徴収票・支払調書等作成事務に係る書類の税務署等の行

政機関への提出日、オ．雇用保険等届出事務に係る書類の作成日、

カ．雇用保険等届出事務に係る書類の提出日、キ．健康保険・厚

生年金保険等関係に係る書類の作成日、ク．健康保険・厚生年金

保険等関係に係る書類の提出日、ケ．特定個人情報等の廃棄日で

ございます。こちら、別記様式２号につきましては、１５ページ

に掲載させていただいております。こちらが、先ほど朗読いたし

ました各項目を、その作成や提出のたびに記録していく記録簿と

いう位置付けにさせていただいております。お手数ですが、５ペ
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ージ本文にお戻りいただきたいと思います。第１０条です。事務

取扱責任者は、特定個人情報の漏えい、滅失又は毀損による事故

が発生したことを知った場合又はその可能性が高いと判断した場

合は、直ちに会長に報告する。第１１条、会長は、特定個人情報

等の取扱状況について、１年に１回以上の頻度で確認を行うもの

とする。以上、第５条から第１１条までが組織的な安全管理措置

と人的な安全管理措置にかかる部分でございます。それから第２

節といたしまして、今度は物理的安全管理措置の条文を掲げてお

りますので、引き続き朗読いたします。第１２条、本会は管理区

域及び取扱区域を明確にし、それぞれの区域に対し、次の各号に

従い以下の措置を講じる。１号、管理区域。入退室管理及び管理

区域へ持ち込む機器及び電子媒体等の制限を行うものとする。２

号、取扱区域。可能な限り壁又は間仕切り等の設置をおこない、

事務取扱責任者及び事務取扱担当者以外の者の往来が少ない場所

への座席配置や、後ろから覗き見される可能性が低い場所への座

席配置等をするなど座席配置を工夫するものとする。第１３条、

本会は管理区域及び取扱区域における特定個人情報等を取扱う機

器、電子媒体及び書類等の盗難又は紛失等を防止するために、次

の各号に掲げる措置を講じる。１号、特定個人情報等を取扱う機

器、電子媒体又は書類等を、施錠できるキャビネット・書庫等に

保管する。２号、特定個人情報ファイルを取扱う情報システムを

機器のみで運用する場合は、セキュリティワイヤー等により固定

する。第１４条、本会は特定個人情報等が記録された電子媒体又

は書類等の持出し（特定個人情報等を管理区域又は取扱区域の外

へ移動させることをいい、事業所内での移動等も含まれる。）は、

次に掲げる場合を除き禁止する。１号、個人番号関係事務に係る

外部委託先に、委託事務を実施する上で必要と認められる範囲内

でデータを提供する場合。２号、行政機関等への法定調書の提出

等、本会が実施する個人番号関係事務 に関して個人番号利用事

務実施者に対しデータ又は書類を提出する場合。２項、事務取扱

担当者は、特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等を持

ち出す場合、パスワードの設定、封筒に封入し鞄に入れて搬送す
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る等、紛失・盗難等を防ぐための安全な方策を講じるものとする。

この第１４条の中で外部委託という言葉が出てまいりますが、現

在のところ全て内部で処理をしておりますので、現時点では外部

委託の予定はございません。次に第１５条です。事務取扱責任者

は、事務取扱担当者又は外部委託先が特定個人情報等を削除・廃

棄したことを確認するものとする。以上が第２節としまして、物

理的な安全管理措置に関する条文でございます。次に第３節とい

たしまして、技術的安全管理措置に関するところでございますが、

続きまして朗読させていただきます。第１６条、本会における特

定個人情報等へのアクセス制御及びアクセス者の識別と認証は以

下のとおりとする。１号、特定個人情報等を取り扱う機器を特定

し、その機器を取り扱う事務取扱担当者を限定する。２号、機器

に標準装備されているユーザー制御機能（ユーザーアカウント制

御）により、情報システムを取り扱う事務取扱担当者を限定する。

第２７条、本会は、以下の各方法により、情報システムを外部か

らの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護するものとする。

１号、情報システムと外部ネットワークとの接続箇所に、ファイ

アウォール等を設置し、不正アクセスを遮断する方法。２号、情

報システム及び機器にセキュリティ対策ソフトウェア等（ウイル

ス対策ソフトウェア等）を導入する方法。３号、導入したセキュ

リティ対策ソフトウェア等により、入出力データにおける不正ソ

フトウェアの有無を確認する方法。４号、機器やソフトウェア等

に標準装備されている自動更新機能等の活用により、ソフトウェ

ア等を最新状態とする方法。５号、ログ等の分析を定期的に行い、

不正アクセス等を検知する方法。第１８条、本会は、特定個人情

報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路に

おける情報漏えい等及び情報システムに保存されている特定個人

情報等の情報漏えい等を防止するものとする。１号、通信経路に

おける情報漏えい等の防止策として、通信経路の暗号化。２号、

情報システムに保存されている特定個人情報等の情報漏えい等の

防止策として、データの暗号化又はパスワードによる保護。以上

が、第３節として技術的な安全管理措置に関する部分でございま
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す。次に第３章に移らせていただきまして、特定個人情報等の取

得に関する事項の説明をさせていただきたいと思います。第１９

条、本会は、特定個人情報等の取得を適法かつ公正な手段によっ

て行うものとする。第２０条、本会が、役職員又は第三者から取

得する特定個人情報の利用目的は、第３条に掲げた個人番号を取

り扱う事務の範囲内とする。第２１条、本会は、特定個人情報を

取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合を

除き、速やかにその利用目的を情報主体に通知し、又は公表しな

ければならない。この場合において、「通知」の方法については、

原則として書面（電子的方式、磁気的方式、その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られた記録を含む。以下

同じ。）によることとし、「公表」の方法については、事業所の窓

口等への書面の掲示・備付け、インターネット上のホームページ

等での公表等適切な方法によるものとする。本会の役職員から特

定個人情報を取得する場合には、社内 LAN における通知、利用目

的を記載した書類の提示、就業規則への明記等の方法による。２

項、役職員は、利用目的の変更を要する場合、当初の利用目的と

相当の関連性を有すると合理的に認められる範囲内で利用目的を

変更し、本人への通知、公表又は明示を行うことにより、変更後

の利用目的の範囲内で特定個人情報を利用することができる。第

２２条、本会は、第３条に掲げる事務を処理するために必要があ

る場合に限り、本人又は他の個人番号関係事務実施者若しくは個

人番号利用事務実施者に対して個人番号の提供を求めることがで

きるものとする。第２３条、本会は、第３条に定める事務を処理

するために必要がある場合、個人番号の提供を求めることとする。

２項、前項にかかわらず、本人との法律関係等に基づき、個人番

号関係事務の発生が予想される場合には、契約を締結した時点等

の当該事務の発生が予想できた時点で個人番号の提供を求めるこ

とが可能であるものとする。第２４条、特定個人情報の「提供」

とは、法的な人格を超える特定個人情報の移動を意味するもので

あり、同一法人の内部等の法的な人格を超えない特定個人情報の

移動は、「提供」ではなく「利用」に該当し、個人番号の利用制限
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（第２９条）に従うものとする。２項、本会は、番号法第１９条

各号のいずれかに該当し特定個人情報の提供を受けることができ

る場合を除き、特定個人情報の提供を求めてはならない。第２５

条、本会は第３条に定める事務の範囲を超えて、特定個人情報を

収集しないものとする。第２６条、本会は番号法第１６条に定め

る各方法により、役職員又は第三者の個人番号の確認及び当該人

の身元確認を行うものとする。また、代理人については、同条に

定める各方法により、当該代理人の身元確認、代理権の確認及び

本人の個人番号の確認を行うものとする。それから、第２７条か

ら第２９条まででございますが、今回、この章におけます取得に

関する部分の組織的安全管理、人的安全管理措置、物理的安全管

理措置、並びに技術的安全管理措置に関する条文でございますが、

先ほどと全く同じ内容となっておりますので、朗読を省略させて

いただきます。第４章に移りまして、特定個人情報の利用です。

第３０条、本会は、第２０条に掲げる利用目的の範囲内でのみ利

用するものとする。２項、本会は、人の生命、身体又は財産の保

護のために必要がある場合を除き、本人の同意があったとしても、

利用目的を超えて特定個人情報を利用してはならないものとする。

第３１条、本会が特定個人情報ファイルを作成するのは、第３条

に定める事務を実施するために必要な範囲に限り、これらの場合

を除き特定個人情報ファイルを作成しないものとする。第３２条

から第３４条におきましても、利用段階におけるそれぞれの安全

管理措置にかかる部分でございまして、先ほどと同じ条文となり

ますので省略をさせていただきます。第５章、特定個人情報の保

管です。第３５条、事務取扱担当者は、特定個人情報を第２０条

に掲げる利用目的の範囲において、正確かつ最新の状態で管理す

るよう努めるものとする。第３６条、本会は、個人情報保護法第

２３条第１項に基づき、特定個人情報に係る保有個人情報に関す

る事項を本人の知り得る状態に置くものとする。第３７条、本会

は、第３条に定める事務の範囲を超えて、特定個人情報を保管し

てはならない。２項、本会は、所管法令で定められた個人番号を

記載する書類等の保存期間を経過するまでの間は、支払調書の再
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作成等の個人番号関係事務を行うために必要があると認められる

ため、当該書類だけでなく、支払調書を作成する情報システム内

においても保管することができる。３項、本会は、番号法上の本

人確認の措置を実施する際に提示を受けた本人確認書類（個人番

号カード、通知カード、身元確認書類等）の写しや、本会が行政

機関等に提出する法定調書の控えや当該法定調書を作成するうえ

で事業者が受領する個人番号が記載された申告書等を特定個人情

報として保管するものとする。これらの書類については、法定調

書の再作成を行うなど個人番号関係事務の一環として利用する必

要があると認められるため、関連する所管法令で定められた個人

番号を記載する書類等の保存期間を経過するまでの間保存するこ

とができる。第３８条から第４０条につきましても、保管段階に

おけますそれぞれの安全管理措置にかかる部分でございまして、

先ほどと重複いたしますので省略をさせていただきます。第６章

特定個人情報の提供です。第４１条、本会は、番号法第１９条各

号に掲げる場合を除き、本人の同意の有無に関わらず、特定個人

情報を第三者（法的な人格を超える特定個人情報の移動を意味し、

同一法人の内部等の法的な人格を超えない特定個人情報の移動は

該当しないものとする。）に提供しないものとする。なお、本人の

同意があっても特定個人情報の第三者提供ができないことに留意

するものとする。第４２条から第４４条につきましては、提供段

階におけますそれぞれの安全管理措置に関する部分でございます

ので、省略をさせていただきます。第７章、特定個人情報の開示、

訂正、利用停止等。第４５条、本会の特定個人情報に係る保有個

人データの公表、開示、訂正、利用停止等については、別途定め

る個人情報保護規程に準じるものとする。第８章、特定個人情報

の廃棄・削除。第４６条、本会は第３条に規定する事務を処理す

る必要がある範囲内に限り特定個人情報等を収集又は保管し続け

るものとする。なお、書類等について所管法令によって一定期間

保存が義務付けられているものについては、これらの書類等に記

載された個人番号については、その期間保管するものとし、それ

らの事務を処理する必要がなくなった場合で、所管法令において
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定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできる

だけ速やかに廃棄又は削除するものとする。第４７条から第４９

条につきましては、廃棄、削除の段階における各安全管理措置に

関する部分で重複いたしますので、省略をさせていただきます。

１２ページに移りまして第９章、特定個人情報の委託の取扱いで

ございますが、先ほども少し説明をしましたが、本会におきまし

ては全ての事務を内部処理しております。外部への委託というの

は現状ございませんので、規則としましては整備をさせていただ

いておりますが、現状は無いということで趣旨のみご説明をさせ

ていただきたいと思います。先ほどから法人内部の取扱いに関し

てそれぞれ説明をさせていただきましたが、外部に委託する際に

おいても、委託先において、本会と同等の安全管理措置ができる

と認められた事業所でなければ委託することができないという趣

旨の内容でございますので、こちらの条文につきましては時間の

関係で説明を省略させていただきたいと思います。１３ページの

第１０章、その他でございます。第５１条、本規程の改廃は、理

事会の議決によるものとする。附則。この規程は、平成２８年１

月１日から施行する。以上が、本会におけます特定個人情報取扱

規程の案でございます。今回、冒頭でも申し上げましたように京

都府社協並びに近隣の市町村社協。本会よりも先行して規程を整

備した所の情報なども入手しながら、本会に最も合うような内容

を選択いたしまして、それをアレンジしたということでこの理事

会にご提案をさせていただきたいというふうに思っておりますの

で、どうか可決承認賜りますようよろしくお願いを申し上げます。

議  長  ただいま事務局から丁寧な説明を受けましたが、質疑がございま

したら挙手にてお願いいたします。

青木透理事（挙手）

議  長  はい、青木理事。

青木透理事 青木です。新規の規程なんで、かなり事務局も苦労されたと思う

んです。先ほど局長のほうからもありましたように、京都府の社

協などを参考に規程を策定されたという中で、件数が多かったら

結構ですが、特にこちらはそのへん、アレンジされた内容いうの
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がわからないんでね。そのへんである程度、特徴的な部分の中で、

どういう考え方なり背景の中でこうい表現にとどめたということ

があれば、ちょっと紹介していただいたらありがたいなと。以上

です。

議  長  はい。事務局お願いします。

事務局長  はい。今回、いま提案しております規程の案でございますが、定

義の所で１か所ご確認をいただきたいと思いますが、２ページに

なります。まず、そもそも論とも言える訳でございますが、１２

号の所に、「個人情報取扱事業者」とは、というくだりの文書がご

ざいますが、こちらの中でまず定義付けといたしまして、特定個

人情報ファイルを事業の用に供している者であって、特定個人情

報ファイルを構成する個人情報によって識別される特定の個人の

数の合計が過去６か月以内のいずれの日においても 5,000 を超え

ない者以外の者をいうというふうに書かれていますが、ここの解

釈の部分が若干ございまして、社協の規模等によりましては 5,000

を超える社協もあれば超えない社協もあるなど、その辺りで若干

これ以下の条文の内容が変わってくるというところがある訳でご

ざいますが、１つ、わかり易いところでご紹介をさせていただき

ますと１４ページに別記様式第 1 号があるかと思います。こちら

につきましては、特定個人情報ファイル管理台帳として位置付け

をしているところですが、近隣の市町村社協ではこの特定個人情

報ファイル管理台帳を設けていない市町村社協が多くございまし

た。本会におきましては、個人情報のファイルの全体量を責任者

や担当者が把握できていないという状況を防ぐために台帳を用意

いたしまして、これで情報の全体を把握することに努めたいとい

うところで、近隣市町村社協にはあまりない様式です。それから、

関連する第８条の条文でございますが、この辺りにつきましては

法律事務所や京都府社協の規程のほうを参考にさせていただいた

という部分でございます。以上です。

議  長  よろしいでしょうか。

青木透理事  （挙手）

議  長  どうぞ。
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青木透理事 青木です。条文の中で、２ページの第１３号ですね。雇用関係に

ある従事者で、カッコで書かれてる常務理事いうのは存在してる

んですか。今後どういう形でこれを想定をされてるんか、ちょっ

と説明をお願いしたいと思います。

議  長  はい。事務局お願いします。

事務局長  はい。ご質問をいただきました常務理事につきましては、現行配

置されておりません。こちらにつきましては理事・評議員選出等

の規程という規程がございまして、この中の第２条といたしまし

て、条文を朗読いたしますと、理事のうち１名を常務理事に選任

することができる。という表現となっております。２項としまし

て、常務理事は、理事会の同意を得て会長が委嘱する。３項、常

務理事は、会長を補佐し、会長の命令を受けてこの法人の業務を

処理する。というふうに書かれておりまして、私の記憶の範囲内

でございますが、京都府社協並びに市社協は常務理事を配置して

いる社協が多いというふうに理解しております。逆に、町村部に

おきましてはあまり配置されていないというような印象を持って

おりますが、ご質問にございましたように精華町社協においては

どうかということにつきましては、現行配置されていないという

ことでございます。

青木透理事 大きな法人であればそういう常務理事という形で置かれていると。

いま現在、精華町の社協の中でその常務理事について書かれてる

訳ですね。その場合、いま現行、職員の中で事務局長置いてます

やん。そのへんとの関係というのはどういう形になるんかなと。

恐らく今のままで急激に人口が大幅に増えてね。京都市内並みに

ということはまず存在しないと思うんですけどね。そういった部

分の中でどうなんかなというのがね。

議  長  はい。事務局お願いします。

事務局長  はい。こちらも私の記憶の範囲になってしまうんですけれども、

多くはですね、事務局長と常務理事を兼任されている場合が多い

というふうに理解しております。社会福祉法人は都道府県からの

指導監査がある訳ですが、その指導要領の中に、これは社協だけ

ちょっと例外的に現行、運用上除外されていると聞いていますが、
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社会福祉法人は現場の実態を経営に確実に反映させるために、職

員の代表者を理事として加えないといけないというような指導要

領がございまして、社協の場合は１法人、１事業所というのが通

常。１つの法人であり、１つの事業所であるという考え方になり

ますが、大きな社会福祉法人の場合、市町村をまたいで。また、

都道府県をまたいで、たくさんの事業所、施設を運営している１

つの法人があったりしますので、そういった場合は、それぞれの

施設の長などを法人の理事として吸い上げて、理事会の中で、現

場施設で起こっている実態を役員会の中へ報告し、協議すると。

またそれを現場へフィードバックするというような方法で、各都

道府県が社会福祉法人を指導しているように聞いているところで

すが、社協に限っては例外的に、この条文は除外されていると。

条項については適用されていないというふうに聞いておりますの

で、社協に関してのみ言いますと、すぐに常務理事などを置く必

要はないと考えていますが、現在のところはまだその必要がない

ということで、精華町におきましては常務理事は配置していない

というようなところでございます。

議  長  よろしいでしょうか。

青木透理事 はい、結構です。

議  長  他に質疑ございましたら。

青木勘理事 （挙手）

議  長  どうぞ。

青木勘理事 青木です。初めての理事ということで、この場がどういうふうな

運用されているのかわからないので、ちょっと、とんちんかんな

質問ということになるかもわかりません。そのへん、あらかじめ

ご了承いただいて、ちょっとご質問というかお尋ねしたいんです

が、第２章第５条の所なんですね。本会は、事務取扱責任者及び

事務取扱担当者を会長が指名すると、こういうふうになってます。

そしてその、事務取扱責任者及び事務取扱担当者がそれぞれ実務

的な業務をされるんですが、引継ぎがあった場合のみ会長に報告

するということが第４項に記載されている訳なんですが、日々、

年１回、こういう個人情報の取扱いについて事務取扱責任者が管
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理される訳なんですが、その内容は会長には報告されないんです

か。ということが、ちょっと疑問に思うんです。併せて、個人情

報取扱規程っていうのがある訳なんですが、こちらを見ると若干

また今の内容とは違った内容になってるんで、この社協において、

個人情報の取扱いのこの中の運用と、この個人番号の取扱いの運

用が異なるということは、逆に運用という面でいかがなものかと

いう疑問を感じるんですが。そのへんのところ併せてご説明いた

だけたらと思いますが。

議  長  事務局お願いします。

事務局長  はい。今回提案させていただいている規程の中では、５ページの

第１１条の所で、取扱状況の確認という条がございまして、会長

は、特定個人情報等の取扱状況について、１年に１回以上の頻度

で確認を行うということになっておりますので、取扱責任者が、

当然実態としましては定期的に、口頭等であっても報告はさせて

いただくことになろうかと思いますが、規則的に申しますと会長

は１年に１回以上という頻度で確認をするということになってお

りますので、一定、最高責任者の確認というところにおいては、

年に１回以上担保されているということで事足りるのではないか

と考えているところでございます。それから、個人情報保護規程

との兼ね合いでございますが、齟齬と言いますか、若干表現等違

うところがありました場合は、提案させていただいております規

程の第１条にもありますように、こちらの規程のほうが優先適用

されるということになろうかと思いますので、この特定個人情報

取扱規程のほうを優先的に考えたいというふうに思っております。

青木勘理事 すいません。今の内容で理解はできるんですが、これは私の希望

というか、会長は第１条で１年に１回以上の頻度で確認をおこな

うと、こういうふうに規程されてるんですが、実際に会長自身が

現場で確認するというのはほとんど不可能な話でございます。基

本的には取扱責任者がきちっと年１回報告すると、それに基づい

て会長がその内容を精査確認するという形のものが適切ではない

かと思うんですが、いかがでしょうか。

議  長  事務局お願いします。



- 22 -

事務局長  はい。主語が会長から始まるか、取扱責任者から始まるかの部分

もございますけれども、ご質問といいますか、ご意見の趣旨は十

分に踏まえましてですね、日々、管理責任を負ってる責任者のほ

うから、実態としましては積極的に会長に報告していきたいとい

うふうに考えております。ありがとうございます。

青木勘理事 すいません。最後にもう１つだけ確認なんですが、個人情報管理

規程のほうは、個人情報保護管理者は事務局長とすると。こうい

うふうにあるんですが、こちらの第５条の所には、取扱責任者は

ということで特別、事務局長云々という文言が無いんですが。こ

れはどのような扱いになるんでしょうか。

議  長  事務局お願いします。

事務局長  はい。こちら第５条のところで、事務取扱責任者及び事務取扱担

当者を会長が指名するという表現となっておりますが、この規程

が制定されたのち会長と調整をさせていただく予定となっており

ますが、通常考えてみますと、取扱責任者が事務局長となるのが

一般的ではないかなというふうに考えているところです。事前に

京都府社協に確認をしたところ、京都府社協も同じような表現を

しておりまして、具体的に責任者はどなたかという質問をしてま

したところ総務部長という回答が返って来まして、この辺りは規

模によっても若干責任者が変わってくるのかなと考える訳でござ

いますが、いずれにしましても管理職の中から選任されるのが妥

当であろうと考えておりますので、現段階では事務局長の可能性

が高いというところでご理解をいただければと思っております。

青木勘理事 はい。ありがとうございました。結構です。

議  長  他にご意見ございませんでしょうか。

ご意見がなければ採決に入らせていただきたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。第２１号議案について、賛成の方は挙手願い

ます。  

理  事  （全員挙手）

議 長 ありがとうございます。全会一致により、提案どおり可決承認い

たします。続きまして日程番号６。諸報告に入らせていただきま

す。事務局から報告願います。
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事務局長  はい、議長。それでは、この理事会のお時間をお借りいたしまし

て事務局から役員の皆さま方に数点、報告のほうをさせていただ

きたいと思います。冒頭ご説明いたしました、クリップ留めの諸

報告資料をご覧いただきたいと思います。本年６月から実施して

いる社協会費の納入状況について、次のとおり報告します。日付

につきましては、１２月１１日現在でございます。平成２７年度

実績の所を、縦にご覧いただきたいと思います。普通会員数 3,163

名。普通会員口数 3,166 口。賛助会員数 18 名。賛助会員口数 54

口。法人会員数 81社。法人会員口数 515 口。口数の合計といたし

ましては、3,735 口となっております。前年度と比較をいたします

と、賛助会員で 2 名増加しておりますが普通会員並びに法人会員

数は前年度から減少といいますか、減っているような状況でござ

います。こちらは事前に確認をいたしましたところ、あと４か所

程の自治会さまから１２月に会費納入があるというふうに、少し

遅れているというような報告も受けておりますので、この 3,163

という普通会員数が最終実績ではなく、現段階での口数になると

いうことで、最終的には平成２６年度実績と同等になるのではな

いかという見込みを持っているところでございます。１２月１１

日現在の実績としてご報告をさせていただきます。２番です。ま

ちの福祉サポート店事業についてです。商店や事業所、企業。こ

れらを企業等と呼んでおりますが、と連携を図り、認知症高齢者

などの見守りや買い物などをサポートする体制を構築することを

目的として、平成２５年度からまちの福祉サポート店事業を実施

しています。買い物困難者の支援や宅配業者等による見守り・安

否確認、従業員に対する認知症サポーター養成講座、募金箱の設

置などの取り組みを呼びかけ、登録店（サポート店）には目印と

して店頭にステッカーと卓上ミニのぼりを掲げていただくという

取り組みをここ３年ほど続けているところですが、この状況につ

きまして報告をさせていただきたいと思います。こちらにつきま

しても登録数は１２月１１日現在のもので、こちらは初年度から

積み上げ式でございます。平成２５年度の末で、７８か所。平成

２６年度の末で１２４か所。それが現在１４４か所ということで、
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当初、スタート時点ほどの数字の伸びはございませんが、着実に

増加してきているというものでございます。それから、（２）のほ

うでは寄付つき商品の販売を、これは途中から協力店さんと一緒

に始めさせていただいておりますが、愛称でどんちゃん募金とい

う名前を付けておりますが、この協力店についての実績等を報告

させていただきます。現在、６か所の協力店が出てきておりまし

て、３番目までが昨年度も取り組んでいただいていた所となって

おります。今年度新たに、４番目のおーぷんせさみ、５番目のカ

フェここらく、６番目のふたばで、どんちゃん募金の協力をして

いただいておりますのでご報告を申し上げます。欄外に書いてお

りますが、各協力店からの寄付累積額でございますが 72,500 円と

なっております。備考の所にも書いておりますように、パン１つ、

またコーヒー１杯で１０円程度の寄付となっておりますので、推

計でございますが延べ７千人以上の方からご協力をいただいてい

るということでございますので、これからも協力店の追加の募集

をしていきたいというふうに思っております。それから、右下に

シールをホッチキス止めしております。これは食べ物に直接貼る

訳にはいきませんが、例えば梱包されているような商品であれば、

このシールをお店の方に貼っていただいて、この商品がどんちゃ

ん募金の対象商品であるということが購入者にわかるように、こ

ういったシールもいま現在作らせていただいております。併せて

ご報告をさせていただきます。それから２枚目の資料でございま

すが、社協スタッフ大募集と書かれたものです。現在、２名にな

りますが、本会のうちの非正規の職員２名が退職をしまして欠員

状態となっております。それぞれ１名ずつでございますが欠員の

募集をまもなくさせていただく予定となっておりますので、役員

の皆さま方にお知らせさせていただきます。１つ目は生活支援相

談員といたしまして、右側に罫線の中で業務内容を書かせていた

だいておりますが、１つは地域福祉権利擁護事業。それから、生

活福祉資金貸付事業の、それぞれの事業の相談員ということで嘱

託職員を１名募集する予定でございます。それから②のほうは、

パートの事務員１名を募集する予定でございます。次に、３枚目
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の資料をご覧いただきたいと思います。左上に、社協ふくし相談

と書かれた１枚物のチラシでございます。もともと、社会福祉協

議会では福祉に関する様々な相談を受けているところでございま

して、今年度の実績で申しますと、４月から１１月末までの実数

でございますが７４３件のご相談をいただいております。月平均

に換算いたしますと、９２件から９３件程度ご相談をいただいて

いるようなところでございますが、これらは基本的に社会福祉協

議会のほうにお電話をいただいたり、窓口にお見えになったり、

そういった相談の積み上げでございますが、今回、具体的には来

年の１月からになりますが、精華町社協が福祉の困りごとや介護

相談、生活相談などを月２回新たに始めるということで、また同

時に、京都やましろ相続相談センターが相続相談を実施されてい

ますので、これと同じ場所で同じ時間帯に相談会を開くことで、

相談者の負担を軽減することができるのではないかと考えており

ますのと、もう１点は、祝園駅前という立地条件の良さから、特

に高齢者や障害のある方に来ていただきやすい環境が整うのでは

ないかということから、下に書いておりますように１回ずつです

けれども、相談会を開かせていただくことになりました。相談場

所といたしましては、せいかガーデンシティ２階にありますイマ

ージュサロン。こちらは、まちの福祉サポート店として、この相

談場所を無償提供していただけることになりました。毎月第２火

曜日、午後１時から午後４時まで開設する予定です。もう１回は、

この地域福祉センターかしのき苑におきまして、毎月第４金曜日、

午後１時から午後４時まで開設の予定となっております。こちら

の、かしのき苑のほうの相談会につきましても、京都やましろ相

続相談センターの弁護士や司法書士、税理士などの専門家が無料

でお越しいただけるということでございますので、社協がおこな

っている介護相談と併せてですね。相談者の方が、一度にいろん

なことを相談できるという場所を提供させていただきたいと考え

ているところです。これら相談事業につきましては、場所をお借

りしたり専門家の方にお越しいただいたりする訳でございますが、

全て無償でご協力いただけることとなっておりまして、社協とし
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て負担する費用は発生しないということでご報告をさせていただ

きたいと思います。こちらのチラシの裏側ですけれども、現在、

法人会員としてご協力をいただいております、精華町内中心とな

りますが、各事業所、法人の社名を入れさせていただいておりま

す。今後におきましても、こういった協力をいただいている事業

所さまの紹介を、空いているところで随時させていただきたいと

思っております。また、法人会員の名簿でもございますので、お

時間のある時にご覧いただければと思っております。それから最

後になりますが、Ａ３のホッチキス止めの資料でございます。上

に、第３次精華町地域福祉活動計画現状報告書（平成２７年度中

間報告）と書かれた物でございます。精華町社協におきましては、

５年ごとに地域福祉活動計画を策定しておりまして、現在、第３

次まで進んできているところです。その計画の進捗状況を確認す

るために専門の委員会を別途設置しておりまして、先月１１月１

３日にこの委員会を開催いたしまして、今年度の上半期の進捗状

況を委員会のほうに報告をさせていただいております。その時の

提出資料を、今回理事会で報告資料としてお付けしたいと思って

おります。毎年のことでございますが、各課ごとに、担当する取

り組みの進捗状況。特に、成果が表れた部分と、課題などがあり

ましたら課題などを記載させていただいておりますので、こちら

につきましてもまた、お時間のある時にご確認をいただければと

思っております。以上、事務局からの諸報告でございます。

議  長  ありがとうございました。本日の案件は以上のとおりですが、全

般的なところで理事、監事の皆さま方から何かご意見ないでしょ

うか。

稲田理事  （挙手）

議  長  どうぞ。

稲田理事  現在、精華町の人口３万７千を超えてるんですが、あとの資料で

見せていただきましたら、普通会員並びに普通会員の口数ですか。

これが、平成の２５年から段々減っていくんですねこれ。ちょっ

と情けないなと思ってね。精華町、市に向かって人口増やしてき

てると思うんです。なのに、これが減るというのはどういうこと
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なのか、ちょっと皆さんで考えていただきたいなと思うんですが、

いかがなもんでしょうか。もう少し多かってもいいんじゃないで

すか、これ。

議  長  事務局お願いします。

事務局長  はい。ご指摘のとおりだと認識しております。実態といたしまし

ては、普通会員といいながらも世帯会員といいますか、１世帯１

口でご協力いただいているというのが大部分でございまして、人

口から比較いたしますとだいぶ少ないように感じるんですけれど

も、どこの市町村社協におきましても最近は世帯会員のような実

態に変わってきているというようなことも聞いております。ただ、

ご指摘のとおり減少傾向をそのまま受け入れている訳ではござい

ませんので、かと言いまして、会費だけをお願いするというのは、

その前にやっている事に賛同していただく、知っていただくとい

うことが必要だと思っておりますので、しっかりと社会福祉事業

を推進しながら、それを住民の皆さま方にもしっかりとその成果

といいますかＰＲをしながら、その賛同を得た上で、会員として

入会していただくという方法で今後も引き続き取り組んでいきた

いと思っておりますので、また、役員の皆さま方にも地域では大

変お世話になっておりますが、引き続きご協力をいただければ非

常に助かるというふうに思っておりますのでよろしくお願いいた

します。

議  長  以上ですけれども、よろしいでしょうか。

稲田理事  はい。

青木透理事 （挙手）

議  長  どうぞ。

青木透理事 青木です。２点あるんですけれども。１つは、先ほど社協スタッ

フのパートの時間給ね。これ確か、今年の１０月に改正になって、

いま７８９円から８１０円になっているのは、もうクリアされて

いるということですね。２つ目は、以前の理事会でも１回申し上

げたんですが、昨年度の京都府の指導監査なりその中で、評議員

の欠員の選出のとこなり、会議の出席状況含めて指導があったと

思うんです。そのへんあわせて、今回、評議員については中久保
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田地域から選出された訳ですが、理事の中で最近、ずっと欠席が

ちな状況が見受けられるという部分について、恐らく次の指導監

査の時には、やはり理事会というのは大きな役割を持ってますん

でね。指導されるん違うかと。そのへんは事務局まかせではなく、

会長さんも新しくなられて、やはり本人さんにもどういう状況か

を含めてお話をしていただくのがベターかなというように思いま

す。以上です。

議  長  ご意見ということでよろしいでしょうか。では、事務局お願いし

ます。

事務局長  はい、ありがとうございます。またこれは個別の話になってくる

かと思いますが、ご本人ともまた時間のある時にゆっくりと話を

させていただきたいと思っておりますので、貴重なご意見ありが

とうございます。

議  長  ありがとうございます。

島中監事  （挙手）

議  長  はい、どうぞ。

島中監事  島中です。どうぞよろしくお願いします。特定個人情報の関係な

んですけれども、現在のセキュリティシステムで保護できるのか

どうなんか。最近ですと、いろんな不正のアクセスがよくあるん

ですけれども。そういった関係で、どういうふうにして我々の情

報を保護するんかいうのを、もうちょっと詳しくお願いしたいと。

そしてもう１つ、第２条では生存する個人の情報と限定してある

けれども、死亡に関するものについては該当しないんですね。以

上です。

議  長  事務局お願いいたします。

事務局長  はい。まず 1 点目のご意見でございますが、先ほどご承認を賜り

ました特定個人情報取扱規程の６ページに、第１７条として条文

がございますが、ここに関する実態はどうなっているかというご

質問かなと理解をいたしました。現状、こちら１７条の中では１

号から５号まで掲げられておりますが、もう既に、今回は特定個

人情報ですけれども、個人情報などを保護するためにも、実態と

しては先行してこれらの仕組みは既に構築されているところです。
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あとは物理的といいますか管理体制の部分がございまして、事務

所の中も非常に手狭にもなってきておりまして、専有の場所を新

たに用意するというのは実質困難な状態となっております。です

ので今後、間仕切りに簡易パネルのような物を設置して、外部か

ら除き見しにくい、そういった環境を作っていきたいというふう

に思っているところでございます。それから、２点目のご質問で

ございますが、同じく取扱規程の１ページ。第２条の１号の部分

ですが、「個人情報」とは、という所かと思います。こちらにつき

ましては、ここに書かれておりますとおり生存する個人というこ

とになりますので、お亡くなりになられた方につきましては、個

人情報保護法並びに本会における保護規程からも除外されている

ということでご理解いただきたいと思います。

議  長  よろしいでしょうか。

島中監事  はい。

議  長  ありがとうございます。他に、ご意見ございませんでしょうか。

それでは、以上をもちまして議長 を降壇させていただきます。皆

さまのご協力ありがとうございました。

以上、本理事会の案件は全て終了したので、午後４時４５分散会した。

上記の決議を証するため、本議事録を作成し、議長及び議事録署名人におい

て次に記名押印する。

平成２７年１２月１７日

     社会福祉法人精華町社会福祉協議会

平成２７年度第４回理事会において

議 長              印

署名人              印

署名人              印


